
サービス・リカバリー場面での公正と感情 : 先行
研究の検討と今後の展望

著者名(日) 小本 恵照
雑誌名 静岡文化芸術大学研究紀要
巻 13
ページ 41-51
発行年 2013-03-31
URL http://id.nii.ac.jp/1132/00000638/

brought to you by COREView metadata, citation and similar papers at core.ac.uk

https://core.ac.uk/display/230529955?utm_source=pdf&utm_medium=banner&utm_campaign=pdf-decoration-v1


静岡文化芸術大学研究紀要　VOL.13　2012    41

サービス・リカバリー場面での公正と感情：先行研究の検討と今後の展望

　サービス・リカバリーに関する研究においては、リカバリーが顧客満足や顧客ロイヤルティなどに与える影響を、消費者の意思決定プ
ロセスに焦点を当てる中で解明が試みられてきた。その分析手法をみると、公正感を中心的な構成概念として用いた理論を構築し、デー
タによって仮説を検証する方法が支配的となっている。公正感については、分配的公正、手続き的公正、相互作用的公正という 3 次元
の公正感を用いられることが多い。最近の研究では、公正感に感情を加えることによってモデルを拡張する動きがみられる。そこでは、
公正感がポジティブあるいはネガティブな感情を生み出し、感情が態度や行動に影響を与えるというモデルが代表的なものとなってい
る。しかし、公正感と感情に関する理論の発展は続いており、サービス・リカバリー研究に適用できる新たな知見も少なくない。たとえば、
(1) より細分化された公正感、(2) 総合的公正概念、(3) 経験を重視した公正概念などをモデルに取り込むことによって、研究を発展さ
せることができると考えられる。

　In service industries, since service failures are inevitable, service recovery that can enhance customer satisfaction and loyalty is 
considered to be critical for business success. Service marketing researchers have attempted to explore the mechanisms by which 
service recovery influences outcomes such as customer satisfaction and loyalty through customer decision-making processes. 
Dominant research methods are building models by using the construct of justice and empirically testing the hypotheses. The construct 
of justice generally has three components, that is, distributive justice, procedural justice, and interactional justice. Recently, researchers 
have advanced service recovery research by taking not only justice but also emotions into consideration. They postulate that justice 
evokes positive emotions, while injustice evokes negative emotions. Also, they think that positive or negative emotions have effects on 
consumer attitudes and behaviors. However, since theories of both justice and affect are developing, new theoretical developments 
might be applicable to service recovery research. I suggest the three new research areas that adopt the following elements: (1) four 
components model of justice; (2) overall justice construct; (3) construct of experience of justice.

1．はじめに

　現代社会ではサービスに関する産業が成長を続けてい
る。たとえば、介護・福祉、情報通信、レジャー、健康な
どはいずれもサービスに関連している 1)。サービス業に属
する企業をマネジメントする上で必要とされるのがマーケ
ティングである。無形性が優勢なサービスに関連したマー
ケティングは、財を中心とする伝統的なマーケティングと
異なる内容が多いことからサービス・マーケティングと呼
ばれ独自の研究分野を形成してきた 2)。サービス・マーケ
ティングの中の研究分野の一つにサービス・リカバリーが
ある。製品の生産の多くの部分を設備や機械に依存する製
造業と比較すると明らかであるが、サービス業では労働に
頼る部分が大きく、提供するサービスの品質の均一性を維
持することが難しい。また、サービスの品質はサービスが
提供される環境的要素にも左右される。旅行やスポーツ観
戦が天候の影響を受け、レストランでの食事が周囲の顧客
の振る舞いに影響されるのがその例である。こうしたサー
ビスが有する特性から、サービスの提供場面では顧客が期
待するサービスが提供されないことが起こることが少なく
ない。飲食店で注文とは違う料理が運ばれてきたり、予
約したはずのホテルの部屋が確保されていないといった
例がこれに該当する。これらはサービスの失敗 (service 
failure) と呼ばれる。サービス業ではサービスの失敗が不
可避であるならば、失敗からの効果的なリカバリーを図る
ことは極めて当然のことであると言える。効果的なリカバ
リーによって、失敗によって低下した顧客満足や顧客ロイ
ヤルティを回復させ、場合によっては失敗前よりも満足や

ロイヤルティを向上させることも不可能ではないからであ
る (Hart et al., 1990)。
　上記のようなサービス提供場面におけるリカバリーの重
要性を踏まえ、サービス・リカバリーに関する理論的およ
び実証的研究が蓄積されてきた。本稿は、サービス・リカ
バリーに関する研究の現状を整理した上で、今後の研究の
課題を提示することを目的とする。本稿の構成は次のとお
りである。まず、第 2 節では、サービス業におけるリカ
バリーの重要性について説明する。第 3 節では、サービス・
リカバリーに関する先行研究を整理する。ただし、先行研
究を網羅的に整理することを目的とはしない。後述のよう
に、サービス・リカバリーでは公正理論を基礎とする分析
枠組みが支配的地位を占めている。本稿では、この現状を
踏まえ、公正理論の発展の中にサービス・リカバリー研究
を位置づけることによる整理を試みる。そこでは、近年、
関心が高まっている公正感と感情に重点を置いた整理を行
う。第 4 節では、公正理論と感情理論の視点から今後の
サービス・リカバリー研究を展望する。最後に、本稿の結
論を述べる。

2．サービス・リカバリーの定義と研究の意義

2.1．サービス・リカバリーの定義
　サービス・リカバリー研究の議論を始める前に、用語の
定義を見ておきたい。Zeithaml et al. (2009) によると、
サービスの失敗は「顧客の不満足につながるような期待を
下回るサービスのパフォーマンス（成果）」と定義され、
サービス・リカバリーは「サービスの失敗に対応して組織

小本　恵照	 Keisho KOMOTO

文化政策学部文化政策学科	 Department of Regional Cultural Policy and Management, Faculty of Cultural Policy and Management

Justice and affect in service recovery situations: A critical review of literature 
and suggestions for future research



Justice and affect in service recovery situations

42    静岡文化芸術大学研究紀要　VOL.13　2012

が取る行動」と定義されている。本稿はサービス・リカバ
リーを学術的な理論をベースに考察するため、上記の簡明
な定義を用いることとする。なお、経営管理上の視点を重
視する立場からの定義としては、Tax and Brown (2000) 
によるものがある。そこでは、サービス・リカバリーを苦
情対応 (complaint handling) と同義とする文献が多い
ことを指摘した上で、Lovelock (1994) の定義を拡張し、

「サービスの失敗を見出し、効果的に顧客の問題を解決し、
失敗や問題の根源的な原因を分類し、サービス・システム
を評価・改善するために他のパフォーマンスの基準と統合
可能なデータを生み出すプロセス」と定義している。これ
は、リカバリーの範囲をかなり広く捉えた内容となってい
る。

2.2．サービス・リカバリーと苦情
　Tax and Brown (2000) の定義から明らかなように、
サービス・リカバリーと苦情対応は同義ではない。なぜな
ら、サービスの失敗によって顧客の苦情が発生するとは限
らないからである。Zeithaml et al. (2009) が引用して
いる TARP Worldwide Inc. のデータによると、サービ
スのデリバリーに問題を経験した顧客のうち店舗従業員に
苦情を言う人は 45％に過ぎず、企業の本部に対して苦情
を言う人は僅か 1 〜 5％に過ぎないことがわかっている。
つまり、サービスの失敗を経験した人のうち半数は企業に
対して苦情を申し立てないわけであり、マネジメントの観
点からはサービスの失敗を見出す努力が重要となる (Tax 
and Brown, 1998)。
　サービスの失敗に対する顧客の反応を整理しておくと次
のようになる（図 1）。サービスの失敗が生じると、期待
を下回るサービスが提供されるわけであり、顧客には当然
不満が生じる。また、怒り (anger)、不平 (discontent)、
失望 (disappointment)、自己憐憫 (self-pity)、不安 
(anxiety)、後悔 (regret) といったネガティブな感情が生
じることも指摘されている (Zeelenberg and Pieters, 
2004)。

その後の行動については、消費者によって異なる。すなわ
ち、苦情を申し立てるかどうかによって大別される。本稿
では、サービス提供企業に対し顧客が何らかの苦情を表明
することを「苦情を申し立てる」と定義する。まず、先述
のように、サービスの失敗があっても、苦情を申し立てな
い消費者が少なくない。苦情を申し立てない理由としては、
苦情を申し立てるには手間がかかるため、苦情申し立てが
時間と労力の無駄になると判断していることが大きな理由
である (Voorhees et al., 2006)。苦情を申し立てない
場合、顧客は、当該事業者が提供するサービスをそのまま
利用するか、それとも当該事業者のサービスの利用を中止
するかという選択を行う。
　次に、苦情を申し立てるケースについては、3 種類に
分けることができる。一つは、先述のように企業の本部も
しくは店舗従業員に対して苦情を述べるという方法であ
り、日常的に用いられる苦情を意味する。この顧客の行動
は、企業にとって望ましい反応と言える。なぜなら、苦情
に適切に対応する機会が得られるからである。適切な対応
によって顧客の不満を解消させることができるならば、顧
客との関係を将来にわたって維持することができると同時
に、ネガティブな口コミを顧客が広めることを防止するこ
とができるからである。すなわち、サービス・リカバリー
によって顧客関係を改善する余地が生まれる。これに対し、
残る二つの顧客の行動は企業にとって望ましいものではな
い。一つは、友人や知人に対する顧客のネガティブな口コ
ミである。インターネットやソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス (SNS) が普及する中で、口コミが広がる範
囲が拡大すると同時に拡散スピードが速まっている。特に、
ネガティブな口コミの原因が、企業の提供するサービス自
体にあるとされると、企業やサービスに対するダメージは
非常に大きなものとなる。残る一つは、公的機関などの第
三者機関に苦情を申し立てるという行動であるが、こうし
た行動は企業の評判を低下させることになる。こうした 3
種類の苦情の申し立てを行った後に、顧客は当該サービス
事業者のサービスの利用を継続するか、あるいは今後は異

図１　サービス失敗後の顧客の行動
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なる事業者のサービスを利用するという事業者選択の変更
を行うかという意思決定を行う。

2.3．サービス・リカバリーの重要性
　サービス・リカバリーが企業にとって重要と考えられて
いるのは、サービスの失敗によって消費者に生じた不満を
効果的に解消することが、顧客満足や顧客ロイヤルティの
回復ならびに好意的な口コミにつながり、最終的には企業
業績の向上に寄与すると考えられているからである。サー
ビスの失敗の後に効果的なリカバリーを経験した消費者
は、サービスの失敗を経験した消費者よりもより強いロイ
ヤルティを持つに至るという、「サービス・リカバリー・
パラドックス」が生じる可能性も指摘されている 3)。
　しかし、サービス・リカバリーの重要性はこれにとどま
らない。リカバリーを一つの契機として、サービスの失敗
の内容を検討し、サービス提供態勢の見直しや改善を図る
ことは、将来的な顧客および従業員の満足の向上につなが
るからである。こうした取り組みは、顧客と従業員のロイ
ヤルティを向上させ、企業業績の改善に寄与することにな
る (Tax and Brown, 1998)。

3．サービス・リカバリー研究の現状

3.1．サービス・リカバリー研究の概要と期待不一致モデル
　サービス・リカバリーの研究は、(1) サービス・リカバ
リーという売手の行為を満足やロイヤルティという顧客の
評価の帰結に結びつける研究と、(2) サービス・リカバリー
とそれらの帰結までの消費者意思決定プロセスに何らかの
媒介要因を当てはめて説明を試みる研究に大別される ( 高
橋、2007)4)。前者は、Bitner et al. (1990) や Kelley 
et al. (1993) にみられるように、サービスの失敗の類型
化とサービス・リカバリーの内容を探ることによって、効
果的なサービス・リカバリーを探ることを目的とする研究
であった。しかし、この種の研究には、サービス・リカバ
リーが、どのような消費者の心理プロセスを通じて、企業
が重視する顧客の満足やロイヤルティの向上に寄与するか
を明らかにする理論的基礎を有していない点において致命
的な欠陥があった。
　その欠陥を補うために用いられたのが、期待不一致モデ
ルと公正理論である。期待不一致モデルは、高い期待やサー
ビス内容が顧客満足にプラスの影響を与えるとともに、期
待されたサービス水準と提供されたサービス水準の乖離が
顧客の満足に影響を与えるとする (Oliver, 2010)。期待
不一致モデルの概念を取り入れた研究には、Oliver and 
Swan (1989)、Smith et al. (1999)、Andreassen 
(2000) などがあるが、いずれの研究でもリカバリーで
提供されたサービスの水準が期待を上回ると顧客満足が高
まることを示している。
　しかし、サービス・リカバリー場面においては、サービ
スの失敗を予見し、そのリカバリーに対する期待を予め消
費者が形成しているとは考えにくいという懸念が指摘され
ていないわけではない（高橋、2007）。つまり、サービス・
リカバリーのあとの調査段階での満足度をもとに、期待が
評価されているのではないかという懸念である。この懸念
が当てはまる場合には期待不一致モデルの適用は望ましい

ものではない。確かにこうした懸念が当てはまるケースは
ないわけではないが、期待不一致モデルが該当するケース
も多いように思われる。例えば、2012 年から本格的に
登場した格安航空会社 (LCC) の例をもとに考えてみたい
5)。2012 年 7 月 3 日に就航したジェットスター・ジャ
パンは、就航初日に新千歳空港から成田空港に向かう最終
便が欠航となり、利用者は翌日まで北海道で足止めを余儀
なくされた。ジェットスター・ジャパンは利用者に対して
宿泊代や 8000 円分の利用券を負担した。この航空サー
ビスの失敗では、利用者は欠航が決まった時点で、宿泊場
所の用意など何らかの対応を航空会社が取ることを期待す
ることは十分に考えられる。また、飲食店での注文品と提
供品が異なるという失敗やホテルの部屋の予約に関する失
敗などについても、顧客はサービス提供者のリカバリーに
対し何らかの期待を想定することが多いと思われる。この
ような例を踏まえると、期待不一致モデルを適用できる余
地は依然として存在すると考えられる。
　また、期待不一致モデルをより詳細にみると、公正理論
と期待不一致モデルには共通する要素が含まれており、期
待不一致モデルと公正理論は対立するものではなく、両者
は共通する課題をやや異なった視点から考察していると
考えられなくもない 6)。この点を、公正感と感情の関係
を分析している代表的モデルの一つであるフェアネス理
論 (Folger and Cropanzano, 1998, 2001) によって
見てみたい。そこでは、反現実的思考 (counterfactual 
thinking) が理論を展開する基本的な要素とされている。
その理論をサービスの場面で適用すると、サービスの失敗
が生じ何らかのリカバリーが取られた場合、(1) そのリカ
バリー手段を選択すべきだったのか、(2) 他のリカバリー
手段を選択することはできなかったのか、(3) 他のリカバ
リー手段を選択した場合には結果はどう変化しただろう
か、という反現実的思考を行うことによって、（不）公正
感やそれに伴う感情が生じるとされる。こうした反現実的
思考はサービス・リカバリーに対する事前の期待と実際に
採用されたサービス・リカバリーの内容を比較していると
見ることができなくもない。採用されたサービス・リカバ
リー手段に対するこうした見方から考えると、期待不一致
モデルと公正理論には共通する部分が少なくないと考えら
れる。しかし、この点についてはここではこれ以上深入り
せず、別の機会に改めて検討することにしたい。

3.2．公正理論
　期待不一致モデルに代わり、現在のサービス・リカバリー
研究の支配的枠組みとなっている理論は公正理論である。
ビジネスの場面における公正は、社会心理学の組織への適
用が始まった 1950 年頃から研究されるようになり、現
在では組織的公正理論として確立している 7)。そこでは、
公正を次の 3 種類に分類している。第一は分配的公正 
(distributive justice) である。この概念は、人々の結果
に対する反応は結果の絶対水準ではなく、比較対象とする
他人の結果の水準に依存するという相対的剥奪 (relative 
deprivation) の概念を基に、Homans (1961) によって
初めて用いられた。そこでは、社会的交換のもとでは、投
入したコストに比例した報酬を受け取ることが期待され
るという、分配的公正の原則が存在するとされた。この
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る。
3.3．公正理論を用いた代表的な研究
　公正理論を用いたサービス・リカバリー研究をみると、
1980 年代では、例えば、Goodwin and Ross (1989) 
は、分配、手続き、相互作用という 3 次元の公正概念に
言及しているものの、実証分析は総合的な公正概念を用
いた分析にとどまっている。また、Oliver and Swan 
(1989) は分配的公正のみを媒介変数として取り入れた
研究である。公正理論の理論的発展を踏まえ、ようやく
1990 年代に入り、3 次元の公正概念を用いた研究が登
場するようになった。Goodwin and Ross (1990) は、
公正感の 3 つの次元を苦情の文脈に取り入れ分析を行っ
ている。そこでは、分配的公正が特に大きな影響を与えて
いることなどが示されているが、実証研究の手続きの内
容が記述されていないなど、科学的な手続きに則った検
証が行われていないという問題があった。Goodwin and 
Ross (1992) の研究は、自動車修理サービスなどの状
況を設定し、大学生に対して実験を行ったものである。そ
こでは、顧客の発言の機会、サービス提供者の謝罪、修理
代金の減額といった補償という 3 次元の公正感に影響を
与えると考えられる条件に差を設け、顧客満足、総合的な
公正感の知覚などに与える影響を分析している。それによ
ると、発言の機会や補償は顧客満足に有意な影響を与えて
いたが、謝罪は有意な影響を与えていないという結果を得
ている。この研究は、手続き的公正を発言の機会のみで捉
えるなど、公正概念の計測に課題が残るものの、3 次元の
公正感が顧客満足に影響を与えることを科学的な手続きに
則って明らかにした点において意義のある研究となってい
る。
　3 次元の公正概念を多面的に高い精度で計測した研究と
しては、Tax et al. (1998) を挙げることができる。彼
らは、企業の従業員を対象に質問票による調査によって、
3 次元の公正感が顧客満足に与える影響を計測した。計測
は、顧客満足を被説明変数とし、3 次元の公正感およびそ
れぞれ 2 つの公正感の積からなる 3 つの交差変数を説明
変数とする回帰分析を行い、いずれも期待された符号条件

概念を衡平理論 (equity theory) として発展させたのが
Adams (1965) である。彼は、投入したコストと産出と
して受け取る報酬の比率に注目した。すなわち、自己の比
率と比較対象となる他者の比率が均衡しているかどうかが
公正感の知覚につながり、公正感が人の態度や行動に影響
を与えることを明らかにした。
　1960 年代と 1970 年代は分配的公正が公正理論の
中心であったが、1970 年代の中葉には衡平理論は分
配に至るプロセスを考慮していないとの批判が生じた 
(Leventhal, 1980)。そこでは、分配に至る様々な手
続きが公正感に影響を与えるとされた。この公正は当初
法律と紛争解決の場面で研究が進められ、手続き的公正 
(procedural justice)と呼ばれる (Thibaut and Walker, 
1975)。Leventhal (1980) は、手続き的公正感が法律
や紛争解決以外の多様な社会状況と結びつくことを主張
し、手続き的公正を高めるプロセスの 6 つの特徴を提示
することによって理論の発展に貢献した。分配的公正と手
続き的公正との関係で重要な点としては、不公正な分配
であっても、それが公正な手続きに従ったものであるな
ら、不公正感が緩和されることなどを挙げることができる 
(Lind and Tyler, 1988)。
　1980 年代以降、手続き的公正に関する研究が進んだ
が、その中で、手続きや分配が公正であっても、手続きか
ら分配に至るプロセスで生じる他者とのコミュニケーショ
ンが不公正であると公正感が得られないという主張が登場
した (Bies and Moag, 1986)。これを彼らは相互作用
的公正 (interactional justice) と呼んだ。相互作用的公
正の内容としては、誠実、敬意、質問の適切性、正当性が
挙げられている。分配的公正、手続き的公正、相互作用的
公正という 3 つの公正感が異なる概念かどうかという弁
別妥当性等の議論については、それらの間の相関は大きい
ものの、異なった概念であり区別することの有用性が確
認されている (Cohen-Charash and Spector, 2001)。
サービス・リカバリー研究では、この 3 つの公正概念を
用いて研究が進められてきた。サービス・リカバリーの場
面における、公正感の役割を図示すると図 2 のようにな

図２　サービス・リカバリーのプロセスにおける公正感の役割
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で統計的に有意な結果を得ている。なお、この研究は、サー
ビスの失敗以前におけるサービス提供企業に対する顧客の
評価を媒介変数として、顧客満足が信頼とコミットメント
に与える影響についても分析を加えている。それによると、
顧客満足は信頼とコミットメントを高めることが確認され
るとともに、サービス提供企業に対する顧客の事前の評価
が高いほど、顧客の不満足が信頼とコミットメントに与え
るダメージが小さいことを明らかにしている。
　Smith et al. (1999) は、3 次元の公正感に加え、期
待不一致要因を加えて顧客満足に与える影響を計測した。
また、サービスの失敗の程度、失敗のタイプの影響につい
ても分析を加えている。調査の方法は次のとおりである。
まず、調査対象者は、3 か月以内に訪れたレストランおよ
びホテルに関する自由記述の質問に回答し 8)、続いて、再
びそのレストランまたはホテルを訪問したという仮想の状
況の下で、それぞれの調査対象者はサービスの失敗とリカ
バリーに関する異なったシナリオを読み質問に回答すると
いうものであった。それによると、3 次元の公正感はいず
れも顧客満足を高めるとともに、リカバリーの水準が期待
を上回るほど顧客満足が高まることが明らかとなった。失
敗の程度については、それが深刻なほど顧客満足が低下す
ることが判明した。失敗の内容が提供されたサービスの結
果なのか、サービスが提供されるプロセスなのかという、
失敗のタイプの影響については、レストランの場合には有
意な影響は見られなかったが、ホテルでは失敗が結果のタ
イプの場合には顧客満足が有意に低下することが明らかと
なった。
　サービス・リカバリーに対する反応は国民の文化的要素
を反映するため (Hui and Au, 2001; Orsingher et al., 
2010)、わが国の消費者を対象とする研究の重要性は大
きい。しかし、サービス・リカバリーに関する実証的研究
は非常に少ない。ここでは、高橋 (2007) の研究を見て
おきたい。そこでは、ファミリーレストラン、ファスト
フード店、居酒屋という飲食店におけるサービス・リカバ
リーを対象に分析が行われている。分析の枠組みは 3 次
元の公正感が顧客満足に影響を与え、顧客満足が顧客ロイ
ヤルティに影響を与えるというものである。分析結果をみ
ると、まず、3 次元の公正感が並列的に顧客満足に影響を
与えるというモデル ( 並列モデル ) より、3 次元の公正感
の間に因果関係を想定したモデル ( 因果モデル ) のほうが
モデルの適合性が高いことを明らかにしている。次に、分
配的公正と手続き的公正は顧客満足に有意なプラスの直接
的影響を与えるが、相互作用的公正は有意な直接的影響を
与えていないことを明らかにしている。高橋 (2007) の
研究は、わが国の消費者を対象にした非常に貴重な研究だ
が、(1) 3 次元の公正感の間には高い相関が知られている
中で (Cohen-Charash, 2001; Colquitt, 2001)、並列
モデルにおいて公正感相互の相関を考慮していない、(2) 
因果モデルにおいて 3 次元の公正感の間になぜ因果関係
が生じるのかが必ずしも明確に説明されていないという点
において少々課題が残っているように思われる。
　なお、サービス・リカバリーを中心とする苦情対応の顧
客満足に関する研究のメタ分析によって、3 次元の公正感
をベースとする実証分析の総合的な結論を紹介しておきた
い。メタ分析は、Orsingher et al. (2010) が行ってお

り、そこでは顧客満足の先行変数を分配的公正、手続き的
公正、相互作用的公正とし、結果変数を口コミ、総合的満
足、再購買意図としている。分析結果によると、3 次元の
公正感はいずれも顧客満足に有意なプラスの影響を与えて
いるが、それぞれの公正感が与える影響の大きさは異なる
ことを明らかにしている。また、顧客満足が結果変数に与
える影響については、口コミに対する影響はみられるもの
の、総合的な満足や再購買意図に対しては有意な影響は見
られないと報告している。

3.4．公正理論に感情を組み込んだモデル
　サービスの失敗の場面で容易に想像がつくように、顧客
がサービス提供者に苦情を申し立てる場合、怒りなどの感
情を伴っていることが非常に多い。この点に着目して、3
次元の公正感が顧客の満足やロイヤルティなどに直接的な
影響を与えるのみならず、公正感が感情に影響を与え、引
き起こされた感情が顧客満足や顧客ロイヤルティに影響を
与えるというルートも考慮に入れたモデルが提示されてき
た。
　こうした公正感と感情の関係を考察するという動きは、
サービス・リカバリーの場面に適合することに加え、組
織的公正理論の研究が進む中で、公正感と感情に関する
理論的および実証的研究の研究成果をサービス・リカバ
リーの場面に適用した面もある。公正感と感情について
は、Homans (1961) は分配的公正が満たされない場合
に怒りの感情が出ると述べており、公正感と感情には密
接な関係があることが古くから指摘されてきた。しかし、
その後、公正感と感情の関係は注目を集めず研究は進ま
なかった。公正感と感情の関係に関する本格的な分析は、
Folger (1986a, 1986b, 1987) が提示した認知的準
拠理論 (referent cognitions theory) によって開始され
た。認知的準拠理論では、人は受け取るに値すると思うも
のが受け取れなかった場合に腹立たしく感じるが、それは
起こった事象を評価するための参照の枠組みが、事象が生
じなかった場合との心理的な比較をするためであるとさ
れた。しかし、認知的準拠理論には、(1) 道義的な悪と経
済的な損害を明示的に区別していない、(2) 相互作用的公
正を対象としていないという欠点があった (Cropanzano 
et al, 2011)。
　この欠点を補うものとして登場した、公正感と感情に
関する代表的理論の一つには、先に述べたフェアネス理
論 (fairness theory) がある (Folger and Cropanzano, 
1998)。記述がやや重複するが、その概要を説明して
おきたい。そこでは、まず、ある出来事が公正か不公正
かという評価を導く認知に注目する。次に、その認知が
感情的反応を引き起こすと想定する。より具体的に述べ
ると、人は出来事が公正か不公正かを、3 種類の反事
実 (counterfactuals) を想定するという反現実的志向に
よって判断するとされる。一つ目は、違った行動がとられ
ていたならば、どのようなことが起こっただろうかという
問いである (would)。二つ目は、相手方はそのような行動
をとるべきであっただろうかという問いである (should)。
三つ目は、相手方は違った行動をとることが可能だった
かという問いである (could)。組織内の例では、上司が
行った何らかの行動に対し、道義的にもその行動とは異な
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る行動をとるべきではなかったと判断し、違った行動を
とったとしても結果は望ましいものでなかったと考える
ならば公正感が得られる。あるいは、上司がその行動を
とる以外の方法がなかったと考えるならば公正感は強ま
る。フェアネス理論によると、こうしたポジティブな反現
実的思考は喜びや幸福感といったポジティブな情動を導く 
(Cropanzano et al., 2000)。一方で、上司が違った行
動ととる余地があり、道義的にもとるべきであり、その結
果より望ましい結果が得られたと考えるならば、不公正感
を生み出し、非難、怒り、憤りなどのネガティブな感情を
呼び起こす。つまり、フェアネス理論は、何らかの出来事
は反現実的思考を呼び起こし、（不）公正感を生み出すと
ともに、ポジティブまたはネガティブな感情を引き起こす
と考えるのである。
　フェアネス理論は公正理論が感情の領域に発展した
ものであるが、逆に感情の理論である認知的評価理論 
(cognitive appraisal theory; Lazarus, 1991) を公正
感に適用する動きも近年では進んでいる (Cropanzano 
et al., 2011)。認知的評価理論の内容は多様であるが 
(Weiss et al., 1999)、感情 (emotions) が生じるプロ
セスには共通性がある。それは、2 段階の評価プロセスか
らなる。第 1 段階は、何らかの事象 (event) が当該個人
の幸福 (well-being) にとっての関連性 (relevance) が評
価される。関連性の評価は、当該個人の目標や価値を達成
するかあるいは逆に阻害するという点において重要かどう
かが評価の基礎となる。この第 1 段階の評価では、まず
事象に対する認知的評価が行われ、その後にポジティブか
ネガティブかという感情の方向性が定まるとされる。第 2
段階は、事象が生じた文脈の評価であり、意味づけのプロ
セスとされる。そこで考慮される内容は多様である。例え
ば、変化や対応の可能性、事象が生じる確実性、制御の可
能性などが挙げられる (Cropanzano et al., 2011)。第
1 段階の評価と第 2 段階の評価が組み合わされることに
より、多様な感情が生じるとされる。例えば、現時点の状
況がポジティブであったとしても、将来の状況が自己に
とって有利なものではないと考えるならば、心配 (worry) 
という感情が生まれる。逆に、現時点がネガティブであっ
ても、将来が明るいと考えられるならば、希望に満ちた感
情が生まれる。このような内容を有する認知的評価理論
と公正理論との親近性が認識される中で、認知的評価理
論と公正理論を統合しようとする研究が進められている 
(Cropanzano et al., 2011)。
　こうした公正理論と認知的評価理論の発展の中で公正感
と感情の関係に注目が集まったことも、サービス・リカバ
リー研究で感情を積極的にモデルに取り入れようとする動
きにつながったと推察される。

3.5．感情を取り入れた代表的な研究
　サービス・リカバリーの場面に感情を取り入れた最初の
研究は、Smith and Bolton (2002) である 9)。この研
究は、先に説明した Smith et al. (1999) の分析フレー
ムワークに感情の要素を取り入れ、分析内容を充実させた
ものである。すなわち、調査対象者が 3 か月以内に訪問
したレストランとホテルを思い浮かべ、サービスの失敗と
リカバリーに関する異なったシナリオを読み質問に回答す

るというものであった。この研究での感情の扱いの特徴
は、サービス・リカバリーに対する感情ではなく、リカバ
リーの前のサービスの失敗から生じる感情の影響を探って
いる点にある。感情の影響を計測する方法は次のとおりで
ある。まず、調査対象者に、サービスの失敗に関するシナ
リオを読んでもらい、その直後に失敗の場面に対する判断 
(thoughts) や感情 (feelings) を記述してもらう。次に、
記述内容に対して内容分析 (content analysis) を加え、
マイナスの感情 (emotions) を 5 種類に分類する。最後
に、5 種類に分類された感情を一つでも記述している人を、
サービスの失敗によってマイナスの感情が生じた人とし、
そうでない人を感情が生じなかった人として区分した。感
情の有無という区分にもとづきサンプルを分割して、顧客
満足を被説明変数とする回帰分析を行い、推定された切片
や説明変数の係数がサンプル間で相違があるかどうかを検
証している。それによると、必ずしもすべてのケースに当
てはまるわけではないが、感情が顧客満足に主効果および
交互作用を与えていることを明らかにした。この研究は、
サービス・リカバリーの場面で感情を扱った先駆的研究と
して評価できるが、サービスの失敗の場面では一時的にせ
よマイナスの感情が生じると考えるのが自然であることを
踏まえると、シナリオを読んだ後の記述によって感情の有
無を判断するという手法が適切かどうか疑問の余地が残 
る 10)。
　 第 2 の 研 究 と し て は、Chebat and Slusarczyk 
(2005) がある。この研究は、銀行の顧客で調査に先立
つ 1 年以内に苦情を申し立てた人を対象に調査を行って
いる。その内容をみると、公正感の違いによってポジティ
ブな感情とネガティブな感情が生じることに着目し、3 次
元の公正感と感情が銀行との取引の継続か否かという行動
に与える影響を分析している。分析モデルは図 3 のとお
りである 11)。Chebat and Slusarczyk (2005) 以降の
研究では、先行変数である公正感と結果変数である顧客ロ
イヤルティなどの間に信頼などの媒介変数を加え、モデル
の改良などが図られているが、基本的な枠組みは図 3 に
示すとおりである。Chebat and Slusarczyk (2005) 
はこの枠組みをもとに共分散構造分析を行い、因果関係
の推定を行っている。それによると、手続き的公正を示
すとされる「迅速な対応」がポジティブな感情に有意な
影響を与えない点、迅速な対応と分配的公正が銀行との
取引の継続という変数で計測された顧客ロイヤルティに
対して有意な影響を与えていない点を除くと、仮説を支
持する結果を得ている。すなわち、公正感はポジティブ
な感情に対してプラスの影響を与え、ネガティブな感情
に対してマイナスの影響を与える。また、顧客ロイヤル
ティに対しては、相互作用的公正とポジティブな感情が
プラスの影響を与え、ネガティブな感情はマイナスの影
響を与えている。Chebat and Slusarczyk (2005) は、
Smith and Bolton (2002) と異なり、感情の先行要因 
(antecedents) として公正感を捉えており、公正研究の
流れに沿った分析となっている。この点において、新たな
知見を提供している。しかし、分析にはいくつかの課題が
ある。まず、公正感から感情を導く論理にやや不十分な点
がみられる。分配的公正と迅速な対応で捉えた手続き的
公正が感情と関係する点については、主として Homans 
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(1961) の主張に依拠するものであり、相互作用的公正
と感情の関係については十分な説明がされていない。次に、
公正概念の計測の問題である。手続き的公正を迅速な対応
のみで計測し、顧客ロイヤルティを銀行取引の継続の有無
のみで計測しているが、これは十分な妥当性を持った計測
とは言い難いと思われる。

図３　感情を加えたサービス・リカバリーの分析モデル

　第 3 の研究としては、Schoefer and Ennew (2005) 
が挙げられる。この研究は公正理論と認知的評価理論を結
びつけ、3 次元の公正感が感情に与える影響を分析してい
る。具体的な内容は、大学生と一般人を調査対象とする 2
つのサンプルに対して、各人にサービス・リカバリーを記
述したシナリオを提示し、そこで生じる感情を計測すると
いう実験を行っている。提示されるシナリオは、分配的公
正、手続き的公正、交互作用的公正のそれぞれについて、
公正感が高い対応と低い対応が用意されているため、2×
2×2 = 8 とおりのケースが生じることになる。一方、シ
ナリオ提示後の感情については、ポジティブな感情につい
ては 14 種類、ネガティブな感情については 16 種類、合
計で 30 種類の感情を計測する尺度が設定された。分析で
は、まず、回答された感情の評価結果について探索的因子
分析を行い、ポジティブな感情を示す要因とネガティブな
感情を示すそれぞれ 9 つの計測変数が抽出された。感情
に関する計測結果が、3 次元の公正感の高低の違いによっ
て異なるかどうかを、分散分析 (AVOVA) によって分析
している。ネガティブな感情については、大学生と一般人
のいずれのサンプルでも 3 次元のすべての公正感につい
て、公正感が低いほどネガティブな感情が強まることが明
らかとなった。一方、ポジティブな感情については、大学
生のサンプルでは、相互作用的公正は有意な影響を与えな
かったが、残りの公正感については公正感が強いほどポジ
ティブな感情が強まることが判明した。一般人については、
分配的公正以外の公正感については、公正感が高まるほど
ポジティブな感情が有意に強まることが明らかとなった。
この結果から、公正感が感情に影響を与えることが確認さ
れたが、その影響はネガティブな感情のほうがより強いこ
とが明らかとなった。しかし、この研究は、公正感が感情
に影響を与える点のみを分析しており、公正感と感情が消
費者の態度や行動に与える影響は分析されていない。
　第 4 の研究は DeWitt et al. (2008) である。彼らの
分析の特徴は、リレーションシップ・マーケティングにお

ける重要概念の一つである信頼 (trust) を公正感の結果変
数とする媒介変数としてモデルに組み込み (Morgan and 
Hunt, 1994)、公正感が顧客ロイヤルティに与える影響
のプロセスを明確化した点にある。より具体的に述べると、
Chebat and Slusarczyk (2005) のモデルからの修正
点は、(1) モデルの結果変数を行動的ロイヤルティとし、
態度的ロイヤルティが行動的ロイヤルティに影響を与える
ルートを設けた、(2) 信頼と感情を媒介変数に組み込むこ
とによって、公正感が行動的および態度的ロイヤルティに
影響を与えるのは、信頼と感情を経由する間接的なルート
によるものとした、(3) 公正感の影響については、3 次元
の公正感を独立して扱わず、3 次元の公正感から構成され
る総合的な公正感を用いて分析したという点である。公正
感と感情の関係は、認知的評価理論によって説明されてい
る。実証分析は、ショッピング・モールや公園などの場所で、
一般人に対しホテルまたはレストランでのサービス・リカ
バリーに関するシナリオを読んでもらい、質問に回答して
もらうという方法で行われた。モデルの推定は共分散構造
分析によって行われ、提示された仮説がすべて支持される
という結果を得ている。すなわち、(1) 公正感はポジティ
ブな感情と信頼にプラスの影響を与え、ネガティブな感情
にはマイナスの影響を与える、(2) ポジティブな感情と信
頼は態度的ロイヤルティおよび行動的ロイヤルティにプラ
スの影響を与え、ネガティブな感情はそれらにマイナスの
影響を与える、(3) 態度的ロイヤルティは行動的ロイヤル
ティにプラスの影響を与えるという内容である。この研究
は、リレーションシップ・マーケティングの枠組みの中に
感情を組み込んだ点は評価できる。公正感が信頼に影響を
与えることは広く認識されているからである (Aryee et 
al., 2002; Brockner and Siegel, 1996; Colquitt et 
al., 2001; Konovsky and Pugh, 1994; Ramaswami 
and Singh, 2003;  Zeinabadi and Salehi, 2011)。
しかし、総合的な公正を構成概念としたため、3 次元から
なる公正感による影響の違いが分析できていないという欠
点がある。
  第 5 の研究は del Rio-Lanza et al. (2009) である。
この研究は、3 次元の公正感がサービス・リカバリーに
対する顧客満足に与えるプロセスを明らかにすることを目
的としている。モデルとして提示されたプロセスは、公正
感が顧客の満足に直接的に影響を与えるルートと、公正感
がサービス・リカバリーに伴うネガティブな感情を経由し
て顧客満足に影響を与えるルートを想定している。サービ
ス・リカバリーで生じる公正感が感情を経由して顧客の
態度あるいは行動に与えるプロセスを分析した、Chebat 
and Slusarczyk (2005) と DeWitt et al. (2008) の
研究との違いは次のとおりである。前者との比較では、前
者は顧客の離反の有無という行動を結果変数としたが、こ
の研究はサービス・リカバリーに対する顧客満足を対象と
している点で異なっている。また、前者はポジティブな感
情とネガティブな感情を取り上げているが、この研究はネ
ガティブな感情のみを対象としている点も違っている。後
者との比較では、まず、後者の結果変数がロイヤルティで
ある点が異なっている。次に、後者は総合的な公正感を先
行変数とするモデルであったが、この研究は 3 次元の公
正感のそれぞれの影響を計測している点が違っている。具
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体的な分析は、過去 1 年以内に携帯電話会社に対して苦
情を申し立て、リカバリーを経験した人に対してインタ
ビューを行う形で行っている。分析は共分散構造分析に
よって行われ、いずれの公正感も顧客満足に有意なプラス
の影響を与えているが、手続き的公正の影響が最も大きい
ことを明らかにしている。感情に対する影響については、
手続き的公正のみが有意なプラス効果を与えていることが
明らかとなっている。

4．サービス・リカバリー研究の今後

　公正理論をベースとしたサービス・リカバリー研究は、
3 次元の公正概念をモデルに取り入れたあと、感情の要素
などを媒介変数として組み込む形でモデルの精緻化が進め
られてきた。以下では、公正理論と感情に関する理論的研
究が進展していることを踏まえ、今後のサービス・リカバ
リー研究の方向を提示したい。

4.1．公正感の細分化
　公正に関するこれまでの研究では、公正感を 3 次元に
細分化し、それぞれの公正感が与える影響の違いを考察し
てきた。しかし、公正感をさらに細分化し 4 次元で捉え
ようとする動きがある。すなわち、相互作用的公正をさ
らに 2 種類の公正感に分けることができるという議論で
ある (Greenberg, 1993)。一つは、手続きの実行や結
果の決定に関与している人や組織が、対象となる人を丁
重さ、尊厳、敬意などを持って扱ったかという視点であ
り、人間相互間の公正 (interpersonal justice) と呼ばれ
る。もう一つは、手続きの実行や結果の配分がなぜ行われ
たかを、十分に説明したかという視点であり、情報的公
正 (informational justice) と呼ばれる。前者は生じた結
果に対する反応を変化させる効果を持つのに対し、後者
は用いられた手続きに対する反応を変化させる点で効果
が違っているとされる (Colquitt, et al., 2001)。4 次元
の公正感がより的確に公正感を把握していることの検証
は Colquitt (2001) が行っている。彼は、大学生と製造
業の従業員に対する調査を実施し、確認的因子分析によっ
て 4 種類の公正感が異なった概念であること 13)、4 次元
の公正感を用いたモデルが最も適合性が高いことを明らか
にしている。列車などの交通サービスの遅延の場面におけ
る車内の乗客に対する情報提供や乗務員の対応を想起すれ
ば明らかなように、サービス・リカバリーの場面でも人間
相互間の公正と情報的公正は異なる構成概念として弁別さ
れ、計測できる概念であると考えられる。そうであるなら
ば、4 次元の公正感を用いた実証分析の余地は大きいと考
えられる。

4.2．総合的な公正感を用いた研究
　公正感を細分化することは、それぞれの細分化された公
正感がより強く影響を与える結果変数が存在する限り有効
な方法である。しかし、最近ではこれとは逆の主張がみら
れるようになってきた。その理由としては次のような理
由が指摘されている (Barclay and Whiteside, 2011)。
第 1 は、人が公正についての考え (impression) を形成
する際には、統合的 (holistic) な判断をする傾向がみら

れる点である。第 2 は、個人の行動は総合的な公正の感
覚に導かれる傾向がみられる点である。第 3 は、統合的
な判断は結果に対して個別の公正感よりもより根源的な影
響を与える傾向がみられることである。総合的な公正感の
有用性については、Ambrose and Schminke (2009) 
は、(1) 職務満足度、感情的コミットメント、転職意図
という結果変数に公正感が影響を与えるモデル、(2) 職
務のパフォーマンス、組織的市民行動 (organizational 
citizenship behavior)、組織的逸脱 (organizational 
deviance) という結果変数に公正感が影響を与えるモデ
ルを推定して検証を行っている。それによると、3 次元の
公正感が総合的公正感に影響を与え、総合的公正感が結果
変数に影響を与えるというモデル ( モデル 1) と、モデル
1 に 3 次元のそれぞれの公正感が直接的に結果変数に影
響を与えるパスを加えたモデル ( モデル 2) の適合度を比
較した場合、パスを加えたモデル 2 の適合度が有意に高
いという結果は得られず、簡素化 (parsimonious) の視
点から総合的公正感の有用性が高いと結論づけている。な
お、DeWitt et al. (2008) の研究も総合的公正感を取り
上げているが、注 12 でも述べたように総合的公正感を 3
次元の公正感を計測する変数で捉えているため、ここでの
議論には該当しない。ここでの主張は、3 次元の公正感を
計測する変数とは異なる、総合的公正感自体を独自の計測
変数によって計測することが重要であるとの立場である。
サービス・リカバリーが注目する顧客の態度や行動に、総
合的公正感が強い影響を与えているならば、この概念を用
いた研究の余地があると考えられる。

4.3．公正という経験を重視したモデル
　公正理論に感情を取り入れたモデルが開発されてきたこ
とは、先に述べたとおりであるが、そこでの公正感と感情
の関係は、まず、何らかの行為に対して認知的評価を行
い、その認知的評価に基づき感情的反応が生じるというプ
ロセスのものが多い 14)。しかし、評価の過程での感情の
役割に注目する研究が増えてきている。不公正は判断では
なく感情的で生理学的な経験であり、感情は不公正の経
験の本質的な要素であるという考え方がある (Bies and 
Tripp, 2002)。また、van den Bos (2009) は情報の
不確実性が大きな状況では、感情が公正の判断に影響を
与えることを示し、公正を判断する局面では認知と感情
がともに影響を与えると主張している。このような議論
を踏まえ、Barclay and Whiteside (2011) は、知覚 
(perceptions)、感情 (affect)、信念 (beliefs) が相互に
作用することで、( 不 ) 公正という経験が形成され、さら
に結果変数である態度や行動と ( 不 ) 公正という経験の間
に ( 不 ) 公正の強さという概念を導入したモデルを提唱し
ている。彼らは、このモデルによって、不公正な水準が同
じ事象が状況によって異なる反応を生み出すことが説明で
きるとしている。サービス・リカバリーの状況では顧客
の感情的言動はよく目にすることであり、Barclay and 
Whiteside (2011) のモデルをサービス・デリバリー研
究に応用できる余地は大きいと考えられる。
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5．おわりに

　本稿は、経済のサービス化が進む中で企業業績の向上を
実現する上で重要な役割を果すと考えられるサービス・リ
カバリー研究について考察してきた。それによると、初期
のサービス・リカバリー研究では、サービス・リカバリー
のタイプと顧客満足などの結果を直接結び付ける研究が多
かったが、次第に、リカバリーと結果の間の消費者の意思
決定プロセスを解明することに重点が移っていった。消費
者の意思決定プロセスでは、伝統的な期待不一致要因とと
もに、消費者がリカバリーに対して知覚する公正感が注目
され、期待不一致と公正感を構成概念に用いたモデルが開
発された。しかし、サービス・リカバリーの場面では期待
不一致が適していないとの主張もあり、公正感を中心にモ
デル構築を行い、実証分析を行う研究が支配的となってい
る。公正感を用いた分析では、分配的公正、手続き的公正、
相互作用的公正という 3 次元の公正感を用いた研究が中
心となっている。
　近年の研究では、公正に感情を加えてモデルを構築する
動きがみられる。その際には、公正感がポジティブあるい
はネガティブな感情を生み出し、感情が態度や行動に影響
を与えるというモデルが中心である。しかし、公正と感情
に関する理論の発展は続いており、サービス・リカバリー
に適用できる新たな知見も少なくないと考えられる。こう
した状況を踏まえると、今後の研究テーマとしては、公正
感の細分化、総合的公正概念、経験を重視した公正概念な
どをモデルに取り入れた研究を指摘することができる。

注
1) ただし、商品をサービスと財を明確に区別することは必ずしも容易では

ない。一般に、財は有形 (tangible) でありサービスは無形 (intangible) 
であるとされるが、純粋に無形のサービスはほとんど存在しないから
である。例えば、ファストフードは一般にサービスと認識されること
が多いが、そこで提供される食事は有形である。したがって、商品は
有形性と無形性を両極とする連続体の中に位置付けられると考えられ
ている (Schostack, 1977)。本稿では、完全な無形性を有するサー
ビスは非常に限定的であることを踏まえ、無形性が支配的な商品をサー
ビスと定義し議論を進める。

2) サービスと財の本質が類似してきており、両者のマーケティングに違
いはないという議論がないわけではない (Gronroos, 2000)。

3) サービス・リカバリー・パラドックス (SRP) の例としては、ホテルで
予約した部屋が確保されていない場合に、即座によりグレードの高い
部屋を同じ金額で提供されるケースなどが挙げられている (Zeithaml 
et at., 2009)。サービス・リカバリー・パラドックスが生じるかどう
かに関する実証研究の結果は様々である。de Matos et al. (2007) 
によるメタ分析によると、顧客満足については SRP が支持されるもの
の、再購買意図、口コミ、企業イメージでは SRP は支持されないなど、
対象とする結果によって SRP が生じるかどうかが異なっているという
結果が得られている。

4) 黒岩 (2005) は、高橋 (2007) とは異なり、(1) 苦情対応に対する消
費者の満足度に影響を与える変数の探索についての研究、(2) 苦情対応
満足度がその他の成果変数に与える影響の研究に分け、先行研究のサー
ベイを行っている。

5) 日本経済新聞、2012 年 7 月 6 日、2012 年 7 月 14 日．
6)Oliver and Swan (1989, p. 26) は、不一致と分配的公正を同時に

媒介変数に含めた分析を行っている。その中で、両者を統合した分析
の可能性に言及し、公正理論が期待不一致モデルに含まれる可能性と、
その逆の期待不一致モデルが公正理論に含まれる可能性があることを
指摘している。

7) 社会科学で議論される「公正」は、規範を議論する哲学とは異なり、人々
が活動や行為を公正と知覚するかによって判断されるとされる (Folger 
and Cropanzano, 1998)。

8) サービス提供者に対する満足やロイヤルティに関する構造化された質
問にも回答している。

9) 感情 (affect) については、特定の対象に向けられる情動 (emotion) 
と対象を特定しない気分 (mood) に分けられるが (Robbins and 
Judge, 2012; 池田他 , 2010)、本稿では、情動と気分を区別するこ
となく、感情として扱う。

10)Smith and Bolton (2002) は、マイナスの感情が生じても記述し
ない可能性に言及しつつ、記述の有無が客観的区分になることの利点
から、この基準を採用したとしている。

11)Chebat and Slusarczyk (2005) では手続き的公正という用語を用
いず、サービス・リカバリーにおける手続き的公正の中心概念である
迅速な対応 (timeliness) という用語を使っている。また、図 3 では
感情は一つの構成概念として示されているが、ポジティブとネガティ
ブな感情がそれぞれ異なる公正概念として扱われている。

12) ここでは、3 次元の公正感を計測する変数によって、総合的な公正概
念を捉えるとの立場に立っている。このため、3 次元の公正感を計測
する変数とは異なる、総合的な公正感自体を計測する変数が用いられ
ているわけではない。

13)4 次元の公正感がそれぞれ異なった概念であることを示す弁別妥当性
については、相関係数の大きさによって判断が行われている。弁別妥
当性の検定方法として Hair et al. (2006) でも提示されている、平
均分散抽出度 (AVE: average variance extracted) を構成概念間の
相関係数の二乗が超えないという基準 (Fornell and Larcker, 1981) 
を満たすことが一般には求められていることを考慮すると、Colquitt 
(2001) の分析にはやや不十分な点がある。

14) 認知的評価理論 (Lazarus, 1991)、感情イベント理論 (Weiss and 
Cropanzano, 1996)、フェアネス理論 (Folger and Cropanzano, 
1998) といういずれの理論も、本文で記述した論理にもとづいてい
る。なお、感情が認知に影響を与えるという逆の因果関係も知られて
いる。人は所与の刺激をいかに感じているかを評価する際の情報とし
て、現時点での感情の状態を利用するという感情情報理論 (Schwartz 
and Clore, 1983, 1996; Schwartz, 2012) である。
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